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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．第７期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高（千円） － 19,813,748 18,142,451 － 38,829,043 

経常利益（千円） － 1,054,138 1,163,658 － 1,908,053 

中間（当期）純利益（千円） － 227,603 1,152,010 － 1,061,551 

純資産額（千円） － 16,651,366 18,028,875 － 17,492,139 

総資産額（千円） － 23,366,903 26,306,823 － 29,465,193 

１株当たり純資産額（円） － 134,010.70 145,002.41 － 140,737.63 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
－ 1,833.41 9,266.79 － 8,546.36 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ 1,822.55 9,259.72 － 8,516.12 

自己資本比率（％） － 71.3 68.5 － 59.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △312,722 1,546,497 － 3,668,714 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △2,645,664 △1,105,057 － △3,683,837 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △1,153,340 △608,108 － △1,147,080 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ 3,783,076 6,565,932 － 6,732,601 

従業員数 

（ほか平均臨時雇用者数）

（名） 

－ 

(－) 

271 

(210) 

305 

(184) 

－ 

(－) 

274 

(207) 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第７期中間会計期間より営業活動によるキ

ャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び

現金同等物の中間期末残高は記載しておりません。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高（千円） 20,388,173 19,813,748 18,124,761 40,588,147 38,810,417 

経常利益（千円） 1,162,264 1,087,371 1,201,667 2,542,746 1,957,957 

中間（当期）純利益（千円） 1,545,771 260,896 1,190,109 3,092,881 1,111,605 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 12,919,377 12,966,901 12,975,899 12,943,066 12,970,314 

発行済株式総数（株） 123,822 124,254 124,335 124,018 124,289 

純資産額（千円） 14,786,534 16,684,658 18,117,027 16,376,092 17,542,193 

総資産額（千円） 25,514,514 23,398,175 26,383,396 27,911,925 29,512,086 

１株当たり純資産額（円） 119,417.67 134,278.65 145,711.41 132,046.10 141,140.35 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
13,208.22 2,101.59 9,573.26 25,667.07 8,949.33 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
13,093.21 2,089.14 9,565.95 25,488.54 8,917.67 

１株当たり配当額（円） － － 2,500 － 5,000 

自己資本比率（％） 58.0 71.3 68.7 58.7 59.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△85,201 － － 3,159,866 － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△2,646,543 － － △5,774,796 － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
5,949,056 － － 5,529,000 － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
8,198,044 － － 7,894,804 － 

従業員数 

（ほか平均臨時雇用者数） 

（名） 

289 

(235) 

270 

(210) 

303 

(184) 

282 

(227) 

271 

(207) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）１.従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は、当中間 

      連結会計期間の各月末時点臨時雇用者数の単純平均雇用人員を（ ）外数で記載しております。 

    ２.映像コミュニケーション事業及びソリューション支援ビジネス事業等の業容拡大による増加であります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１.従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇 

      用者数は、当中間会計期間の各月末時点臨時雇用者数の単純平均雇用人員を（ ）外数で記載しております。

     ２.映像コミュニケーション事業及びソリューション支援ビジネス事業等の業容拡大による増加であります。 

（3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

ブロードバンドアクセスサービス関連事業 288 (182) 

その他 17 (2) 

合計 305 (184) 

  平成19年６月30日現在

従業員数（名） 
303 

    （184） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

① 企業向けデータ通信サービス 

  光サービスの加入数は一案件で900加入の大口案件を受注するなど順調に伸びているものの、DSLサービスでは

一案件で5,000加入の大口案件において、顧客都合により開通スケジュールが平成20年度以降にずれ込んだこと

や、一部のNSPの自社光回線への乗換えが進んだことから全体の純増の伸びは鈍化しました。一方、ソリューシ

ョン（課題解決）支援事業（M2Mを含む）では提携パートナとの連携を強化しつつ、新しいサービスの企画・提

案活動を積極的に推し進め、案件の商用化を順次行なっています。また、平成19年6月6日付けで発足した木村新

体制のもと、スピード・効率化を主眼とした営業体制・プロセス等の抜本的改革に本格的に着手しています。新

規の提携パートナは、当中間連結会計期間で6社加わり（累計15社）、販売チャネル（経路）の拡大が進捗しま

した。 

  上記の結果、企業向けサービス全体の加入数は、平成19年6月末現在50.0千加入（平成18年6月末現在46.2千加

入）となり、当サービスの売上高は3,428百万円（前年同期比3.9％増）となりました。 

② 個人向けインターネット接続サービス 

  昨年9月に導入したDSLサービス新メニューによるキャンペーンを継続的に実施し、一部のISPでは月次におい

て純増を記録しました。また、地域・中小DSL事業者の顧客を一括して乗せかえる施策や特定企業の顧客向けの

会員制サービスを実施するなど、引き続き新規顧客獲得と解約抑止に努めてきました。当社光サービスについて

は、本年より直販営業を開始し、当中間連結会計期間での純増数は2,000加入を超え、前年を大幅に上回りまし

た。当中間連結会計期間の解約率は、上記の営業努力や昨年に比べ光サービス市場の伸びが鈍化していることか

ら、前年同期を下回って推移しています。 

  このように、廉価で豊富なサービスと全国規模での提供エリアをもつDSLサービスの提供価値が次第に再認識

されてきているものの、DSL市場全体の成熟化の影響を受け、個人向けサービス全体の加入数は平成19年6月末現

在1,030千加入（平成18年6月末現在1,160千加入）となり、当サービスの売上高は14,015百万円（前年同期比

13.8％減）となりました。 

③ その他 

  映像コミュニケーション事業の売上に加え、ソリューション支援ビジネス事業等で様々な販路を新規に開拓し

ていく過程で、回線卸事業に付帯する機器等の売上が増加していることから「その他」全体での売上高は698百

万円（前年同期比171.8％増）となりました。  

④ 安定的利益の創出 

  当社は、大きく変化している経営環境においても安定的に利益を創出するため、経営効率化やコスト削減策を

骨子とする筋肉質な経営体制の構築に全社をあげて取り組んでいます。当中間連結会計期間においては、局内

DSL設備の集約化、カスタマサービス業務の外部委託化、オフィススペースの集約化などの経営効率化策を実施

しました。 

  当中間連結会計期間の当社グループの売上高は、前年同期を8.4％下回る18,142百万円（前年同期19,813百万

円）となりましたが、中継回線使用料・設備関連費用等の固定費削減や販売促進費の効率的活用をはじめとする

経費節減の進捗に加え、通信設備利用料の遡及精算の影響により、営業利益は1,161百万円（前年同期1,057百万

円）となりました。経常利益は営業外収支がプラスであったことから、1,163百万円（前年同期1,054百万円）と

なりました。中間純利益については1,152百万円（前年同期227百万円）となり、前年同期を大幅に上回る結果に

なりました。  

（2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローについては、営業活動による収入が1,546百万円（前年同期312

百万円の支出）、投資活動による支出が1,105百万円（前年同期2,645百万円の支出）、財務活動による支出が608

百万円（前年同期1,153百万円の支出）となったため、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連

結会計年度末に比べ166百万円減少し、6,565百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 固定費削減及び販売促進費の効率的活用をはじめとする経費節減の結果、税金等調整前中間純利益は1,155百

万円（前年同期993百万円）となり、これに非資金的支出である減価償却費933百万円（前年同期794百万円）を

加え、営業活動によるキャッシュ・フローは1,546百万円の増加（前年同期312百万円の減少）となりました。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  ネットワーク機器関連の投資が一巡した結果、投資活動によるキャッシュ・フローは1,105百万円の減少（前年

同期2,645百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  配当金を支払ったことにより、財務活動によるキャッシュ・フローは608百万円の減少（前年同期1,153百万円

の減少）となりました。  



２【仕入、受注及び販売の状況】 

（1）仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績は次のとおりです。 

 （注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 

（2）受注状況 

 当社グループは、受注生産を行っていないため記載すべき事項はありません。 

（3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績は次のとおりです。 

 （注）１．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 

区  分 金  額（千円） 前年同期比（％） 

モデム 132,720 ― 

ネットワーク機器等 497,679 22,550.0 

合  計 630,399 28,563.6 

区   分 サービス品目 金  額（千円） 前年同期比（％）

ブロードバンド  個人向けインターネット接続サービス 14,015,216 △13.8 

アクセスサービス 企業向けデータ通信サービス 3,428,367 3.9 

  合 計 17,443,584 △10.8 

そ  の  他   698,867 171.8 

合   計   18,142,451 △8.4 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

売上高 
（千円） 

割合（％） 
売上高 
（千円） 

割合（％） 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 7,652,828 38.6 6,654,651 36.7 

株式会社エヌ・ティ・ティ ピー・シー コミュニケ

ーションズ 
3,696,910 18.7 3,418,199 18.8 

ＫＤＤＩ株式会社 2,495,414 12.6 2,027,732 11.2 



３【対処すべき課題】 

 ブロードバンドアクセスサービス市場では、顧客ニーズは多様化しており、それらニーズを実現する技術革新や通

信インフラの整備・拡大も着々と進行しています。 

  当社グループにとって、収益拡大のためにはそれらの変化に機動的に対応し、加入数を増大することが非常に重要

です。そのため、魅力ある新しいサービスを継続的に開発し提供するとともに、効率的な営業活動と新たな販売チャ

ネル（経路）の開拓により顧客基盤の拡大につなげていきます。また、経営体質、財務基盤の継続的な改善により収

益力を向上させることも重要な課題と認識しています。 

（1）顧客基盤の拡大 

 当社グループは現在主にDSL/光回線のホールセール（卸売り）によるDSLサービスおよび光サービスの提供を行

っており、より厳しくかつ多様化した新しい顧客のニーズに対し迅速かつ的確に対応するため、直接の販売先であ

るISP・NSP各社との強固なパートナシップを構築し、加入者獲得・維持および解約防止に努めていきます。 

 特に企業向けデータ通信サービスにおいては、創業以来のISP・NSPや大手通信事業者へのDSL/光回線のホールセ

ールというビジネス形態に加え、ユーザの用途に応じた最適なネットワークサービスと提供プロセスを提供し新た

なパートナと連携するソリューション支援ビジネスにも意欲的に取り組んでおり、そのために必要な新たな販売チ

ャネルを開拓していきます。 

（2）企業向けサービスの強化 

 IP-VPNや広域イーサネット等を利用した新型企業ネットワークへの低コスト・広帯域なアクセスサービスは、光

や無線等新たなアクセスサービスを付加することにより、継続的な成長が見込めます。当社グループは光を含む提

供エリアの拡大や中堅・中小事業所向けの販売チャネルの拡大、販売促進活動により顧客基盤を拡大するととも

に、M2M事業を含むソリューション支援事業についてもビジネスパートナや代理店との綿密な連携により、ユーザ

のニーズに最適なネットワークサービスと提供プロセスを提供していきます。 

（3）個人向けサービスの充実 

 個人向けインターネット接続サービスにおいては、価格や利便性でDSLサービスの強みを活かせる魅力あるサー

ビスの開発に注力し、新規顧客の獲得に努めるとともに、ISP各社との連携を強化しきめ細かな解約防止策を実施

していきます。また、光サービスについても他社光サービスとの差別化を図りつつ、営業力を強化し、新規顧客の

獲得と提携ISPの拡大に取り組んでいきます。 

（4）WiMAX事業免許取得に向けた取り組み 

 来る「有線通信と無線通信の融合」時代の到来に向け、総務省よりモバイルWiMAXなど新たな無線ブロードバン

ドの事業化に向けた免許指針ならびに免許申請スケジュールが発表されています。当社グループは、現在提供して

いる強靭な有線通信ネットワークと無線ブロードバンドの相乗効果は非常に大きいと考えており、モバイルWiMAX

事業免許取得に向けて全力で取り組んでいます。 

  当社グループは、グローバルスタンダードをベースにしたオープン／水平分業モデルをコンセプトとして掲げ、

他社との差別化をはかり、無線ブロードバンドを付加した新たなブロードバンドアクセスサービスを顧客にワンス

トップで提供していくことにより、新たな事業の創出を目指していきます。 

（5）映像コミュニケーション関連サービスの事業化  

  当社グループは、これまで培ってきたネットワーク構築、運用ノウハウを活かし、ネットワーク経由での企業向

け動画配信ニーズへ積極的に対応するべく動画配信プラットフォーム提供サービスを開始しています。当サービス

により、事業領域を拡大するとともに企業向けソリューション支援事業との相乗効果も狙っています。 

  また、当動画配信プラットフォームの提供を受け、個人と個人、個人と企業が双方向でコミュニケーションを図

る参加型ムービーコミュニティサイト「zoome」を平成19年1月に立ち上げ、そこで得られる動画配信に関する最新

の技術やノウハウ等を企業向け動画配信プラットフォーム提供事業のサービス向上に役立てていきます。 

（6）財務上の課題 

 当社グループを取り巻く情報通信業界の変化のスピードは早く、安定的な成長と持続的な収益拡大のためには、

経営のあらゆる領域で効率化を図っていくことが極めて重要であり、経営プロセスの大胆な見直しによる効率化を

進め、従来以上に原価管理等の徹底を進めていきます。 

  同時に安定的な通信サービスの提供のためのネットワーク機能の強化や継続的な成長を行なうための新サービス

の開発・提供、サポートサービス充実などの事業活動に必要な資金を確保するために、今後も財務基盤の強化を図

り、資金調達の多様化に努めていきます。 

  事業免許取得後のWiMAX事業資金については、パートナ会社からの出資を募ると共に、当社としては先ず手元流



動性資金を最大限活用した上で、適切な借入金を行ないスタートアップ資金として投入する予定です。さらに長期

性の資金を確保するため、資本市場からの調達を視野に入れ、検討を進めています。 

（7）情報セキュリティの強化 

 当社グループは顧客情報および顧客の個人情報を扱っており、これらを適切に管理する事が最重要課題の一つで

あるということを役職員全員に徹底しています。 

  チーフ・セキュリティ・オフィサ（CSO）のもとに、「リスク管理室」が主体となって、全社的なリスク管理お

よび情報セキュリティ強化のための体制を整備しており、具体的には、各種規程の整備、社員教育等を実施してい

ます。 

  また、各部門および部署の委員から構成される情報セキュリティ委員会を通じて情報セキュリティ向上に向けた

施策の検討、全社への施策徹底を行ない、情報セキュリティ監査や情報セキュリティ教育を実施し、顧客情報の流

出の再発防止に継続的に取り組んでいます。 

  平成19年1月には、昨年6月より取り組んでいた、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格である

「ISO/IEC 27001:2005=JIS Q 27001:2006」（通称：ISO27001）の認証を、顧客情報を取り扱う全部署において取

得しました。 

  今後とも引き続き情報セキュリティ強化策の運用を徹底しつつ、個人情報保護法を遵守し、万全の体制での事業

運営に努めてまいります。 

(ご参考：ＩＴ用語集） 

・DSL(Digital Subscriber Line)：電話用銅線ケーブル（加入者線）を使う高速デジタル伝送方式の総称。DSLには

ADSL、SDSL、VDSL等がある。 

・IP-VPN：通信事業者の保有する広域IP(Internet Protocol)通信網を経由して構築される仮想私設通信網(Virtual 

Private Network)のこと。 

・ISP(Internet Service Provider)：主に個人ユーザに対して、インターネット接続サービスを提供する事業者。略

して「プロバイダ」ともいう。 

・M2M（Machine to Machine）:機械と機械をネットワーク化して、多様なアプリケーションでモニタリング・監視、

リモートコントロール、データ収集などを実現するサービスです。自動販売機や監視カメラなどネットワーク化で

きる機械の種類とその対象数は多いため、今後高い成長性が見込まれています。 

・NSP(Network Service Provider)：主に法人ユーザに対して、企業内・企業間のデータ通信サービスを提供する事

業者。  

・システムインテグレータ（System Integrator)：顧客の業務内容を分析し、問題に合わせた情報システムの企画、

構築、運用などの業務を一括して請け負う業者のこと。システムの企画・立案からプログラムの開発、必要なハー

ドウェア・ソフトウェアの選定・導入、完成したシステムの保守・管理までを総合的に行なう。  

・広域イーサネット：イーサネットで使用されているスイッチングハブ(ネットワークの中継機器の一種)を組み合わ

せて構築した、100km単位の大型ネットワーク。 

・ブロードバンド(Broadband)：広帯域のことを示す。現在ではインターネット接続の高速・大容量化の意味合いが

強い。（技術として、xDSL,光ファイバなど）  

・モバイルWiMAX：次世代高速無線通信アクセスとして期待されている技術であり、IEEE802.16eとして規格化されて

います。既存の無線技術である3Gや3.5Gに比べてコスト優位性が高く、現在、当社グループは総務省が検討してい

る次世代無線アクセス技術において2.5GHz帯の周波数割当ての有力な候補となっています。 

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは有線通信と無線通信の融合時代に向けて次世代無線ブロードバンドアクセスとして評価が高いモバ

イルWiMAXの免許取得に注力しております。当中間連結会計期間に発生した研究開発費用は、総額150,968千円であ

り、モバイルWiMAXに関する実証実験にかかるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備計画について重要な変更はありません。

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

（2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設等について当中間連結会計期間に完了したものは、次のとお

りであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 投資額（千円） 完了年月 

（株）アッカ・ネットワークス 
本社  

（東京都千代田区）
 社内システム等 203,442 平成19年６月 

（株）アッカ・ネットワークス NTT電話交換局内等   ネットワーク関連設備等 330,683 平成19年６月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約権 

    の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

種  類 発行可能株式総数（株） 

普 通 株 式 377,332 

計 377,332 

種類 
中間会計期間末現在

発行数（株） 
（平成19年６月30日） 

提 出 日 
現在発行数（株） 

（平成19年９月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 124,335 124,429 ジャスダック証券取引所 （注）  

計 124,335 124,429 － － 



（2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20、旧商法第280条ノ21、旧商法第280条ノ19及び旧新事業創出促進法第11条の５の規定に基

づき発行した新株予約権等は次のとおりであります。 

旧商法第280条ノ19及び旧新事業創出促進法第11条の５の規定に基づき発行した新株引受権 

① 株主総会の特別決議（平成12年11月16日） 

② 株主総会の特別決議（平成13年３月28日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１、２） 96株  64株 

新株予約権の行使時の払込金額（注１） 125,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成13年５月17日 

至 平成22年11月16日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（注１、３） 

発行価格   125,000円 

資本組入額 125,000円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注４、５、６ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その

他一切の処分は認められない。 
同 左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１、２） 150株  150株 

新株予約権の行使時の払込金額（注１） 246,562円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成13年９月29日 

至 平成23年３月28日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（注１、３） 

発行価格   246,562円 

資本組入額 246,562円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注４、５、６ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その

他一切の処分は認められない。 
同 左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 



③ 株主総会の特別決議（平成13年７月４日） 

旧商法第280条ノ20及び旧商法280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権 

④ 株主総会の特別決議（平成15年3月27日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１、２） 292株  292株 

新株予約権の行使時の払込金額（注１） 246,562円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年１月５日 

至 平成23年７月４日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（注１、３） 

発行価格  246,562円 

資本組入額 123,281円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注４、５、６ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その

他一切の処分は認められない。 
同 左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（注２） 978個 916個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注２） 978株 916株 

新株予約権の行使時の払込金額 195,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年10月30日 

至 平成25年３月26日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（注３） 

発行価格  195,000円 

資本組入額 97,500円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注７、９ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同 左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 



⑤ 株主総会の特別決議（平成16年３月30日） 

⑥ 株主総会の特別決議（平成17年３月30日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（注２） 599個 593個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注２） 599株 593株 

新株予約権の行使時の払込金額 426,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月11日 

至 平成26年３月29日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（注３） 

発行価格   426,000円 

資本組入額 213,000円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注８、９ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同 左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（注２） 70個 70個  

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注２） 70株 70株 

新株予約権の行使時の払込金額  393,300円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月10日 

至 平成27年３月29日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（注３） 

発行価格    393,300円 

資本組入額  196,650円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注８、９ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同 左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
－ － 



⑦ 株主総会の特別決議（平成18年３月30日） 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数、行使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額は、分割及び

新株発行後の株式の数、発行価格及び資本組入額に換算しております。 

２．新株予約権の数は、特別決議における新株発行予定数から、従業員の退社等及び新株予約権等の行使により

減少した株数を減じた数のことであります。 

３．株式分割および調整前発行価額を下回る価額で新株を発行(転換社債または優先株式の転換および新株引受

権証券による権利行使の場合を含まない。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、次の算式により株式数を調整する。 

４．取締役に対する新株引受権の行使条件 

① 権利行使時において、権利を付与された者は、当社の取締役または従業員であることを要する。但し、

任期満了により地位を喪失した取締役については、権利行使時において当社の取締役または従業員でな

くとも、権利行使することができる。また、権利行使期間中に死亡により地位を喪失した取締役または

従業員については、その相続人が権利行使することができる。 

② 権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

③ この他、権利行使の条件は、当社と前述の付与対象者との間で締結する権利付与契約による。 

５．使用人に対する新株引受権の行使条件 

① 権利行使時において、権利を付与された者は、当社の取締役または従業員であることを要する。但し、

任期満了により地位を喪失した取締役については、権利行使時において当社の取締役または従業員でな

くとも、権利行使することができる。また、権利行使期間中に死亡により地位を喪失した取締役または

従業員については、その相続人が権利行使することができる。 

② 権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

③ この他、権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と前述の付与対象者と

の間で締結する権利付与契約による。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（注２） 1,327個 1,309個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（注２） 1,327株 1,309株 

新株予約権の行使時の払込金額 339,200円 同 左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月27日 

至 平成28年３月29日 
同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（注３） 

発行価格    339,200円 

資本組入額  169,600円 
同 左 

新株予約権の行使の条件 注８、９ 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同 左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 

調整後発行価額＝調整前発行価額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整前発行価額 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式 

調整後付与株式数    ＝ 
調整前付与株式数×１株当たり調整前発行価額 

１株当たり調整後発行価額 



６．旧新事業創出促進法第11条の５に規定する認定支援者に対する新株引受権の行使条件 

① 権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

② この他、権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と前述の付与対象者と

の間で締結する権利付与契約による。 

７．（1）取締役及び従業員で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、次に定める

場合には、新株予約権を行使できない。 

① 新株予約権者が権利行使時において、当社の取締役又は従業員たる地位を喪失した場合。但し、任

期満了により地位を喪失した取締役については、新株予約権行使時において当社の取締役又は従業

員でなくとも、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。 

③ 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。 

④ 新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任した

とき。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。 

⑤ 新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したと

き。 

⑥ 新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。 

⑦ 新株予約権者につき破産、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があった場

合、又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が滞納

処分を受けた場合。 

⑧ 新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。 

（2）顧問税理士、コンサルタント、退職者で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」とい

う。）は、次に定める場合には、新株予約権を行使できない。 

① 新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。 

② 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。 

③ 新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任した

とき。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。 

④ 新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したと

き。 

⑤ 新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。 

⑥ 新株予約権者につき破産、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があった場

合、又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が滞納

処分を受けた場合。 

⑦ 新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。 

８．取締役及び従業員で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、次に定める場合に

  は、新株予約権を行使できない。 

① 新株予約権者が権利行使時において、当社の取締役又は従業員たる地位を喪失した場合。但し、任期満

了による退任、定年による退職その他正当な理由のある場合は、新株予約権行使時において当社の取締

役又は従業員でなくとも、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。 

③ 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。 

④ 新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任したと 

  き。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。 

⑤ 新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したとき。 

⑥ 新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。 

⑦ 新株予約権者につき破産手続開始、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があっ

  た場合、又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が滞納

  処分を受けた場合。 

⑧ 新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。  

９．その他、権利行使の条件は、当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

  締結する新株予約権割当契約による。 



（3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものでありま

す。 

２．新株予約権の行使（新株引受権の行使を含む）による増加であります。 

（5）【大株主の状況】 

（注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が12株あります。 

年 月 日 
発行済株式 
総数増減数(株) 

発行済株式 
総数残高(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金 
残高(千円) 

平成19年５月１日 

（注）１ 
－ 124,289 － 12,970,314 △3,263,014 － 

平成19年１月１日～ 

平成19年６月30日  

（注）２ 

46 124,335 5,585 12,975,899 585 585 

  （平成19年６月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ株式会社 
東京都千代田区内幸町１丁目１番６号 18,275 14.70 

イー・アクセス株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目10番１号 12,957 10.42 

三井物産株式会社  東京都千代田区大手町１丁目２番１号  12,820 10.31 

イグナイトＢＢ投資事業有限責

任組合 
東京都千代田区永田町２丁目13番10号 6,214 5.00 

株式会社大和證券グループ本

社  
東京都千代田区大手町２丁目６番４号 4,750 3.82 

ＩＴ２０００投資事業有限責任

組合 
東京都千代田区丸の内１丁目２番１号  3,924 3.16 

ノーザン トラスト カンパニ

ー エイブイエフシー リ フ

ィデリティ ファンズ 

50 ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡ

ＲＹ ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ14

5 ＮＴ,ＵＫ 

2,661 2.14 

日本電気株式会社  東京都港区芝５丁目７－１  1,538 1.24 

富士通株式会社  
神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１

番１号  
1,538 1.24 

大同生命保険株式会社  大阪府大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 1,260 1.01 

計 － 65,937 53.04 



（6）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12株含まれております。なお、 

   「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  （平成19年６月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 124,335           124,335  － 

端株 － － － 

発行済株式総数           124,335  － － 

総株主の議決権 －           124,335 － 

  （平成19年６月30日現在）

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 255,000 235,000 202,000 203,000 217,000 283,000 

最低（円） 204,000 186,000 163,000 161,000 181,000 214,000 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

（注）平成19年８月10日開催の臨時株主総会の終結の時から平成19年12月期に係る定時株主総会の終結の時までであり

ます。 

(2) 退任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 

就任年
月日 

代表取締

役社長 

最高経営責

任者(CEO) 
木村 正治 昭和23年１月５日生 

昭和45年４月 日本アイ・ビー・エム株式会

社 入社 

昭和63年１月 同社 大型システム担当（部

長）  

平成３年１月 同社 小売業事業部長  

平成８年４月 同社 取締役 ソフトウェア事

業担当  

平成９年１月 IBMアジアパシフィック 出

向 ジェネラルマネージャ

ー ソフトウェア担当  

平成10年１月 IBMコーポレーション 出向 ル

イス・ガースナー会長（当

時）補佐  

平成10年12月 日本アイ・ビー・エム株式会

社 取締役 マーケティング担

当  

平成12年４月 日本アイ・ビー・エム株式会

社 常務取締役 兼 IBMアジア

パシフィック バイスプレジデ

ント ｅ-ビジネス 

ソリューション担当 

平成14年10月 日本アイ・ビー・エム株式会

社 常務取締役 兼 IBMビジネ

スコンサルティングサービス

株式会社 代表取締役社長  

平成15年７月 日本アイ・ビー・エム株式会

社 常務執行役員 兼 IBMアジ

アパシフィック バイスプレジ

デント ソフトウェア担当 

平成18年７月 同社 顧問  

平成19年６月 当社入社 最高経営責任者

（CEO）（現任）  

平成19年８月 代表取締役就任（現任）  

(注) － 
平成19年

８月10日

取締役   星野 隆作 昭和43年６月24日生 

平成４年４月 リーマン・ブラザーズ証券会

社 東京支店 入社 

平成７年８月 同社退社 

平成９年６月 インターナショナルワイヤレ

ス株式会社 入社 

平成11年12月 同社退社  

平成12年１月 イグナイト・グループ 入社

（現任） 

平成14年11月 株式会社アクシアム 取締役

（現任） 

平成17年６月 ダイナウェアソリューション

ズ株式会社 取締役（現任） 

平成19年８月 当社取締役就任（現任） 

(注) 1 
平成19年

８月10日

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役   坂田 好男 平成19年８月10日 

取締役   三井 信雄 平成19年８月10日 



(3)役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役   代表取締役社長 
 社長執行役員 

 WiMAX推進室長 
坂田 好男 平成19年６月６日 

取締役 

副社長執行役員 経

営戦略・新規事業担

当 兼 WiMAX推進

室長 

代表取締役副社長 

副社長執行役員社長

補佐 映像コミュニ

ケーション事業部担

当 

湯﨑 英彦 平成19年８月10日 

取締役 

執行役員 財務・管

理担当 兼 財務経

理部長 

取締役 

常務執行役員財務経

理部長 人事部・総

務部・調達購買部担

当 

廣野 公一 平成19年８月10日 

監査役   常勤監査役   木田 昌宏 平成19年８月10日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年

６月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

    前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     3,783,076     6,565,932     6,732,601  

２．売掛金     5,248,810     5,388,727     5,622,086  

３．たな卸資産     372,153     454,255     282,073  

４．繰延税金資産     428,947     425,145     425,145  

５．その他     541,476     405,288     3,259,567  

  貸倒引当金     △46,284     △62,236     △72,218  

流動資産合計     10,328,179 44.2   13,177,113 50.1   16,249,255 55.1

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

（1）工具器具備品   3,607,086     4,445,861     4,386,992    

（2）その他   865,052 4,472,139   343,036 4,788,898   378,362 4,765,355  

２．無形固定資産                    

（1）ソフトウェア   2,351,809     2,239,029     2,285,894    

（2）電気通信施設利用
権   5,527,580     5,389,186     5,523,817    

（3）その他 ※３ 236,413 8,115,803   284,153 7,912,370   209,804 8,019,516  

３．投資その他の資産     450,780     428,440     431,066  

固定資産合計     13,038,724 55.8   13,129,709 49.9   13,215,938 44.9

資産合計     23,366,903 100.0   26,306,823 100.0   29,465,193 100.0

          
 （負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     3,415,928     4,583,196     7,830,747  

２．１年内返済予定の長期
借入金      －     800,000     400,000  

３．未払費用     564,750     1,216,807     1,443,844  

４．未払法人税等     32,234     36,994     28,933  

５．賞与引当金     57,806     58,108     57,119  

６．その他 ※２   712,781     478,661     705,048  

流動負債合計     4,783,500 20.4   7,173,769 27.3   10,465,693 35.5

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     1,800,000     1,000,000     1,400,000  

２．退職給付引当金     98,313     104,041     106,259  

３．その他     33,723     137     1,101  

固定負債合計     1,932,037 8.3   1,104,178 4.2   1,507,360 5.1

負債合計     6,715,537 28.7   8,277,948 31.5   11,973,054 40.6

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     12,966,901 55.5   12,975,899 49.3   12,970,314 44.0

２．資本剰余金     3,456,860 14.8   3,460,858 13.2   3,460,273 11.8

３．利益剰余金     227,603 1.0   1,592,117 6.0   1,061,551 3.6

株主資本合計     16,651,366 71.3   18,028,875 68.5   17,492,139 59.4

純資産合計     16,651,366 71.3   18,028,875 68.5   17,492,139 59.4

負債純資産合計     23,366,903 100.0   26,306,823 100.0   29,465,193 100.0

          



② 【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,813,748 100.0   18,142,451 100.0   38,829,043 100.0 

Ⅱ 売上原価     15,354,154 77.5   13,681,431 75.4   30,464,941 78.5 

売上総利益     4,459,594 22.5   4,461,020 24.6   8,364,102 21.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,402,219 17.2   3,299,441 18.2   6,484,073 16.7 

営業利益     1,057,374 5.3   1,161,578 6.4   1,880,028 4.8 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   460     1,870     639     

２．受取報奨金   33,458     6,678     43,149     

３．その他   11,559 45,478 0.2 10,750 19,300 0.1 54,939 98,728 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   46,802     16,333     67,209     

２．その他   1,912 48,714 0.2 886 17,220 0.1 3,493 70,703 0.2 

  経常利益     1,054,138 5.3   1,163,658 6.4   1,908,053 4.9 

Ⅵ 特別損失                     

１．固定資産除却損   52,835     2,580     61,635     

２．減損損失   7,539     6,073     10,314     

３．その他   ― 60,375 0.3 ― 8,653 0.0 1,595 73,544 0.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    993,763 5.0   1,155,005 6.4   1,834,508 4.7 

法人税、住民税及び
事業税 

  2,965     2,995     5,960     

法人税等調整額   763,194 766,159 3.9 ― 2,995 0.0 766,997 772,957 2.0 

中間（当期）純利益     227,603 1.1   1,152,010 6.3   1,061,551 2.7 

                      



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

   （注）当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、平成17年12月31日残高は個別財務諸表の数字 

    を記載しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

   （注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成17年12月31日残高は個別財務諸表の数字を記載 

    しております。 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 12,943,066 15,253,648 △11,820,622 16,376,092 16,376,092 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 23,834 23,834   47,669 47,669 

欠損填補のための資本準備金取崩   △11,820,622 11,820,622 ― ― 

中間純利益     227,603 227,603 227,603 

中間連結会計期間中の変動額合計（千円） 23,834 △11,796,787 12,048,225 275,273 275,273 

平成18年６月30日 残高（千円） 12,966,901 3,456,860 227,603 16,651,366 16,651,366 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年12月31日 残高（千円） 12,970,314 3,460,273 1,061,551 17,492,139 17,492,139 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 5,585 585   6,170 6,170 

剰余金の配当     △621,445 △621,445 △621,445 

中間純利益     1,152,010 1,152,010 1,152,010 

中間連結会計期間中の変動額合計（千円） 5,585 585 530,565 536,735 536,735 

平成19年６月30日 残高（千円） 12,975,899 3,460,858 1,592,117 18,028,875 18,028,875 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 12,943,066 15,253,648 △11,820,622 16,376,092 16,376,092 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 27,247 27,247   54,494 54,494 

欠損填補のための資本準備金取崩   △11,820,622 11,820,622 ― ― 

当期純利益     1,061,551 1,061,551 1,061,551 

連結会計年度中の変動額合計（千円） 27,247 △11,793,374 12,882,174 1,116,046 1,116,046 

平成18年12月31日 残高（千円） 12,970,314 3,460,273 1,061,551 17,492,139 17,492,139 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１．税金等調整前中間（当期）純利益   993,763 1,155,005 1,834,508 

２．減価償却費   794,777 933,128 1,690,785 

３．貸倒引当金の増減額（減少：△）   1,133 △9,981 27,067 

４．賞与引当金の増減額（減少：△）   △9,339 989 △10,026 

５．退職給付引当金の増減額（減少：△）   △18,760 △2,217 △10,813 

６．減損損失   7,539 ― 10,314 

７．受取利息   △460 △1,870 △639 

８．支払利息   46,802 16,333 67,209 

９．為替差損益（差益：△）   91 50 63 

10．固定資産除却損   52,835 2,580 61,635 

11．売上債権の増減額（増加：△）   569,783 233,358 196,507 

12．たな卸資産の増減額（増加：△）   93,401 △172,182 183,481 

13．未収入金の増減額（増加：△）    ― 2,938,032 △2,992,693 

14．その他流動資産の増減額（増加：△）   △125,302 △74,500 150,023 

15．仕入債務の増減額（減少：△）    △1,468,476 △3,247,551 2,946,343 

16．その他流動負債の増減額（減少：△）   △1,143,745 △215,873 △353,529 

17．その他   △53,994 11,581 △58,715 

小計   △259,950 1,566,880 3,741,521 

18．利息及び配当金の受取額   460 1,870 639 

19．利息の支払額   △47,422 △16,294 △67,636 

20．法人税等の支払額   △5,810 △5,960 △5,810 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △312,722 1,546,497 3,668,714 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１．有形固定資産の取得による支出   △1,284,984 △447,017 △1,861,935 

２．無形固定資産の取得による支出   △1,127,290 △612,903 △1,584,838 

３．投資その他の資産の取得による支出   △233,388 △23,102 △237,064 

４．営業譲受による支出   ― △22,034 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,645,664 △1,105,057 △3,683,837 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１．株式の発行による収入   46,659 5,690 52,919 

２．長期借入金の返済による支出   △1,200,000 ― △1,200,000 

３．配当金の支払額   ― △613,798 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,153,340 △608,108 △1,147,080 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △4,111,727 △166,668 △1,162,203 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,894,804 6,732,601 7,894,804 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  3,783,076 6,565,932 6,732,601 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称 

  株式会社アッカ・ソリューシ

ョンズ  

  

 株式会社アッカ・ソリューショ

ンズについては当中間連結会計期

間において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。 

 連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称 

  株式会社アッカ・ソリューシ

ョンズ  

 連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称 

  株式会社アッカ・ソリューシ

ョンズ  

  

 株式会社アッカ・ソリューショ

ンズについては当連結会計年度に

おいて新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。  

２．持分法の適用に関する事項   該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。 

同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 （1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法によっております。 

②たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法に

よっております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法によって

おります。 

（2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法  

①有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は下記

のとおりであります。 

建物     ３～15年 

工具器具備品 ３～10年 

賃貸用資産    ６年 

  

  

   

  

  

  

  

    

 

  

   

②無形固定資産 

ソフトウェア 

社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額

法によっております。 

ノウハウ利用権 

見積利用可能期間に基づ

く均等償却によっており

ます。 

（1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  

②たな卸資産 

商品 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

（2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法  

①有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は下記

のとおりであります。 

工具器具備品 ３～10年 

 

  

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以後に取得

した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。 

 この変更により損益に与

える影響は軽微でありま

す。  

②無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  

  

――――― 

  

  

  

（1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  

②たな卸資産 

商品 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

（2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法  

①有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は下記

のとおりであります。 

工具器具備品 ３～10年 

  

  

  

  

  

  

  

 

      

  

  

  

  

②無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  

  

――――― 

  

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  電気通信施設利用権 

定額法によっておりま

す。 

なお、償却年数は20年で

あります。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

 

  

③投資その他の資産 

長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

電気通信施設利用権 

同左 

  

 

  

のれん 

20年以内のその効果の及

ぶ期間にわたり、定額法

により償却しておりま

す。 

(追加情報） 

 従来、光アクセスサービ

スに係る屋内配線を使用可

能とするための支出は、売

上原価として発生時に費用

処理しておりましたが、金

額的重要性が増して来たた

め当中間連結会計期間より

固定資産（屋内配線利用

権：無形固定資産「その

他」）に計上の上、当該回

線から得られる収益の発生

見込期間内の一定の年数に

わたり償却を行うこととい

たしました。 

 この結果、従来の方法と

比較して売上原価が87,969

千円減少し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益が87,969千円増加

しております。 

③投資その他の資産 

長期前払費用 

同左 

  

電気通信施設利用権 

同左 

  

 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

 

 

  

③投資その他の資産 

長期前払費用 

同左 

  

   （3）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込

額のうち当中間連結会計期

間が負担すべき額を計上し

ております。 

 （3）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

②賞与引当金 

同左 

  

  

  

  

 （3）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込

額のうち当連結会計年度が

負担すべき額を計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

   ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産残高の見込額に基

づき、当中間連結会計期間

末に発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の年数（11.2

年）による定額法により費

用処理をしております。 

（追加情報） 

 当社の加入するエヌ・テ

ィ・ティ厚生年金基金は確

定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成15年９

月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可

を受けました。 

 当中間連結会計期間末現

在において測定された返還

相当額（最低責任準備金）

及び当該返還額（最低責任

準備金）の支払が当中間連

結会計期間末日に行われた

と仮定して「退職給付会計

に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13

号）第44-２項を適用した

場合に生じる損益の見込額

は不明であります。 

（4）重要な外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 ③退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（追加情報） 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（4）重要な外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算基準 

同左 

  

  

  

  

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産残高の見込額に基

づき、当連結会計年度末に

発生していると認められる

額を計上しております。過

去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期

間以内の年数（11.2年）に

よる定額法により費用処理

をしております。 

（追加情報） 

 当社の加入するエヌ・テ

ィ・ティ厚生年金基金は確

定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成15年９

月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可

を受けました。 

 当連結会計年度末現在に

おいて測定された返還相当

額（最低責任準備金）及び

当該返還額（最低責任準備

金）の支払が当連結会計年

度末日に行われたと仮定し

て「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号）第

44-２項を適用した場合に

生じる損益の見込額は不明

であります。 

（4）重要な外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

  （5）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

（5）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

   

  

  

  

  

  

（5）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

  

   

  

  

  

  

 



表示方法の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

  （6）重要なヘッジ会計の方法  

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップを行ってお

り、金利スワップの特例処

理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワッ

プ 

ヘッジ対象 借入金 

③ヘッジ方針 

 資金取引に関する権限を

定めた内部規程に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変動

リスクをヘッジしておりま

す。 

④ヘッジ有効性の評価方法 

 金利スワップの特例処理

によっているため、有効性

の評価を省略しておりま

す。 

（7）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要

な事項 

①繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 全額発生時の費用とし

て処理しております。 

②消費税及び地方消費税の処

理方法 

税抜方式によっておりま

す。 

（6）     ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（7）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要

な事項 

①繰延資産の処理方法 

株式交付費 

   同左 

  

②消費税及び地方消費税の処

理方法 

同左 

（6）重要なヘッジ会計の方法  

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップを行ってお

り、金利スワップの特例処

理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワッ

プ 

ヘッジ対象 借入金 

③ヘッジ方針 

 資金取引に関する権限を

定めた内部規程に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変動

リスクをヘッジしておりま

す。 

④ヘッジ有効性の評価方法 

 金利スワップの特例処理

によっているため、有効性

の評価を省略しておりま

す。 

（7）その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項 

①繰延資産の処理方法  

株式交付費 

同左 

  

②消費税及び地方消費税の処

理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

――――  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増減額(増

加：△)」は、前中間連結会計期間は「その他流動資産の増加額」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分

掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他流動資産の増加額」に含

まれている「未収入金の増減額(増加：△)」は△182,934千円であ

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式数の増加は、新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加236株であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式数の増加は、新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加46株であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

625,277千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,211,825千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

902,345千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、 

相殺の上、金額的重要性が乏しいた 

め、流動負債の「その他」及び流動資

産の「その他」に含めて表示しており

ます。 

        ―――― 

※３ 無形固定資産の「その他」に含まれ

ているノウハウ利用権は、Covad 

Communications Group,Inc.が独自に開

発したOSSソフトウェアの日本における

独占使用権の供与を受けるための対価

及び当該ソフトウェアのカスタマイズ

に要した支出であります。 

※３      ―――― ※３      ―――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの 

販売促進費 1,411,635千円

給与手当 433,384千円

賞与引当金繰入額   33,040千円

貸倒引当金繰入額 13,242千円

退職給付費用 △5,519千円

販売促進費 777,081千円

給与手当 474,484千円

賞与引当金繰入額 33,438千円

貸倒引当金繰入額 1,488千円

退職給付費用 3,562千円

業務委託費 618,855千円

販売促進費 2,225,291千円

給与手当 877,311千円

賞与引当金繰入額 32,989千円

貸倒引当金繰入額 50,827千円

退職給付費用 4,279千円

業務委託費 680,919千円

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式        

 普通株式（注） 124,018 236 ― 124,254 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式        

 普通株式（注） 124,289 46 ― 124,335 



 ３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式数の増加は、新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加271株であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月22日 

取締役会 
普通株式 621,445 5,000 平成18年12月31日 平成19年3月12日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月15日 

取締役会 
普通株式 310,837 利益剰余金 2,500 平成19年６月30日 平成19年９月18日

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式        

 普通株式（注） 124,018 271 ― 124,289 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月22日 

取締役会 
普通株式 621,445 利益剰余金 5,000 平成18年12月31日 平成19年3月12日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,783,076千円

現金及び現金同等物 3,783,076千円

現金及び預金勘定 6,565,932千円

現金及び現金同等物 6,565,932千円

現金及び預金勘定 6,732,601千円

現金及び現金同等物 6,732,601千円



（リース取引関係） 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

  工具器具備品 

取得価額相当額 22,448,426千円

減価償却累計額相当額 15,400,964千円

減損損失累計額相当額 7,539千円

中間期末残高相当額 7,039,921千円

  工具器具備品

取得価額相当額 14,407,516千円

減価償却累計額相当額 9,411,753千円

減損損失累計額相当額 5,934千円

中間期末残高相当額 4,989,828千円

  工具器具備品

取得価額相当額 20,686,521千円

減価償却累計額相当額 13,562,289千円

減損損失累計額相当額 2,774千円

期末残高相当額 7,121,456千円

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,752,798千円

１年超 2,522,832千円

合計 7,275,631千円

リース資産減損勘定の

残高 
7,539千円

１年内 2,581,147千円

１年超 2,528,291千円

合計 5,109,439千円

リース資産減損勘定の

残高 
5,934千円

１年内 3,836,400千円

１年超 3,447,717千円

合計 7,284,117千円

リース資産減損勘定の

残高 
2,774千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 3,537,344千円

減価償却費相当額 3,325,387千円

支払利息相当額 152,380千円

減損損失 7,539千円

支払リース料 2,481,532千円

リース資産減損勘定の

取崩額 
2,913千円

減価償却費相当額 2,340,252千円

支払利息相当額 97,835千円

減損損失 6,073千円

支払リース料 6,302,729千円

リース資産減損勘定の

取崩額 
7,539千円

減価償却費相当額 5,912,696千円

支払利息相当額 255,169千円

減損損失 10,314千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分については、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは以下のとおりであります。 

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．取締役及び従業員で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、次に定める場合  

  には、新株予約権を行使できない。 

① 新株予約権者が権利行使時において、当社の取締役又は従業員たる地位を喪失した場合。但し、任期満

了による退任、定年による退職その他正当な理由のある場合は、新株予約権行使時において当社の取締

役又は従業員でなくとも、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。 

③ 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。 

④ 新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任したと 

  き。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。 

⑤ 新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したとき。 

⑥ 新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。 

⑦ 新株予約権者につき破産手続開始、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があ 

  った場合、又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が 

  滞納処分を受けた場合。 

⑧ 新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。  

３．その他、権利行使の条件は、当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間 

  で締結する新株予約権割当契約による。 

４．会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

２．中間連結財務諸表への影響額 

会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表への影響はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

  平成17年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員 ２名 
当社取締役 ５名 

当社従業員 63名 

 ストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式 70株 普通株式 1,416株 

 付与日 平成18年３月10日 平成18年４月27日 

 権利確定条件 （注）２、３ （注）２、３ 

 対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはありま 

せん。 

対象勤務期間の定めはありま 

せん。 

 権利行使期間 
自 平成18年９月10日 

至 平成27年３月29日 

 自 平成18年10月27日 

 至 平成28年３月29日 

 権利行使価格（円） 393,300 339,200 

 公正な評価単価（付与日）（円）（注）４ ― ― 



前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

当連結会計年度において付与したストック・オプションは以下のとおりであります。 

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．取締役及び従業員で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、次に定める場合  

  には、新株予約権を行使できない。 

① 新株予約権者が権利行使時において、当社の取締役又は従業員たる地位を喪失した場合。但し、任期満

了による退任、定年による退職その他正当な理由のある場合は、新株予約権行使時において当社の取締

役又は従業員でなくとも、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。 

③ 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。 

④ 新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任したと 

  き。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。 

⑤ 新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したとき。 

⑥ 新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。 

⑦ 新株予約権者につき破産手続開始、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があ 

  った場合、又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が 

  滞納処分を受けた場合。 

⑧ 新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。  

３．その他、権利行使の条件は、当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間 

  で締結する新株予約権割当契約による。 

４．会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

２．連結財務諸表への影響額 

会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、連結財務諸表への影響はありません。 

  平成17年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員 ２名 
当社取締役 ５名 

当社従業員 63名 

 ストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式 70株 普通株式 1,416株 

 付与日 平成18年３月10日 平成18年４月27日 

 権利確定条件 （注）２、３ （注）２、３ 

 対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはありま 

せん。 

対象勤務期間の定めはありま 

せん。 

 権利行使期間 
自 平成18年９月10日 

至 平成27年３月29日 

 自 平成18年10月27日 

 至 平成28年３月29日 

 権利行使価格（円） 393,300 339,200 

 公正な評価単価（付与日）（円）（注）４ ― ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社グループは、主としてブロードバンドアクセス回線の提供とそのために必要なユーザサポートを事業

領域としており、ブロードバンドアクセス回線の提供という単一のセグメントであるため、該当事項はあり

ません。  

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 ブロードバンドアクセスサービス関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計

及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。  

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社グループは、主としてブロードバンドアクセス回線の提供とそのために必要なユーザサポートを事業

領域としており、ブロードバンドアクセス回線の提供という単一のセグメントであるため、該当事項はあり

ません。  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当社及び連結子会社は国内に所在しているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

当社及び連結子会社は国内に所在しているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

当社及び連結子会社は国内に所在しているため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

海外売上高はないため、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

海外売上高はないため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

海外売上高はないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 134,010円70銭 145,002円41銭 140,737円63銭 

１株当たり中間（当期）純利益 1,833円41銭 9,266円79銭 8,546円36銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益 

1,822円55銭 9,259円72銭 8,516円12銭 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日  

 至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日  

 至 平成18年12月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 16,651,366 18,028,875 17,492,139 

純資産の部の合計から控除する金額 

（千円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
16,651,366 18,028,875 17,492,139 

中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 
124,254 124,335 124,289 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（千円） 227,603 1,152,010 1,061,551 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
227,603 1,152,010 1,061,551 

期中平均株式数（株） 124,142 124,316 124,211 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益  
      

中間（当期）純利益調整額（千円）  ― ― ― 

普通株式増加数（株）        740  95  441 

 （うち新株引受権（株）） （225）  （45）  （116）  

 （うち新株予約権（株）） （515）  （50）  （325）  

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 旧商法第280条ノ20及び旧商

法第280条ノ21の規定に基づく

新株予約権３種類（新株予約

権の数2,113個） 

 これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 

 旧商法第280条ノ20及び旧商

法第280条ノ21並びに旧商法第

280条ノ19及び旧新事業創出促

進法第11条の５の規定に基づ

く新株予約権等５種類（2,438

株） 

 これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 

 旧商法第280条ノ20及び旧商

法第280条ノ21の規定に基づく

新株予約権３種類（新株予約

権の数2,038個） 

 これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）  

  該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

1.子会社の設立 

 平成19年７月３日次世代高速無線ネットワークであるWiMAXを用いた無線ブロードバンド事業実施に関する総合

的な調査・検討を行うこと、及び総務省が交付する同事業免許を取得するために必要な準備を行うことを目的と

して子会社の設立を行いました。その概要は次のとおりであります。 

①会社名      株式会社アッカ・ワイヤレス 

②設立年月日    平成19年７月３日 

③取得する株式の数 6,000株 

④資本金      300,000千円 

⑤所在地      東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 

⑥出資比率     当社100％ 

⑦主要な事業内容  WiMAXを用いた無線ブロードバンド事業の実施に関する事業企画 

２.資金の調達 

 当社は、運転資金並びに今後成長が予想される事業への投資に必要な資金調達を次の通り行っております。 

 （１）リース会社６社への資産の売渡し及び同一資産の割賦買受けによる調達 

  ①売渡し物件    ネットワーク機器（工具器具備品） 

  ②売渡し代金    4,311,196千円 

  ③賦払金支払期間  平成19年８月31日～平成23年６月20日 

  ④契約日      平成19年８月10日 

    （注）本売渡しによる当連結会計年度の損益への影響はありません。 

 （２）取引金融機関８行とのコミットメントライン契約及び当座貸越契約 

     契約日       契約形態                契約期間         借入枠の金額 

    ①平成19年７月27日    コミットメントライン契約 平成19年７月27日～平成20年７月25日  4,000,000千円 

                          （シンジケート方式） 

   ②平成19年７月31日  コミットメントライン契約 平成19年７月31日～平成21年７月31日 2,000,000千円 

    ③平成19年７月31日  当座貸越契約             平成19年７月31日～平成20年６月30日 1,500,000千円 

    ④平成19年７月31日  当座貸越契約             平成19年７月31日～平成20年７月31日 1,000,000千円 

    ⑤平成19年８月31日  当座貸越契約          平成19年８月31日～平成20年８月31日  2,000,000千円 

    ⑥平成19年８月31日  当座貸越契約             平成19年８月31日～平成20年９月 1日  1,000,000千円 

                                                                 合計        11,500,000千円 

３.重要な契約の締結   

 当社と株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは、当社がモバイルWiMAXによる2.5GHz広帯域移動無線アクセスシス

テム事業者免許取得を目指すための企画会社として設立した株式会社アッカ・ワイヤレスへ、株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモが出資を行うとともに事業運営において戦略的提携を行うことで、平成19年８月31日に基本合

意書を締結いたしました。   

４.厚生年金基金の代行返上 

 当社の加入するエヌ・ティ・ティ厚生年金基金は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成19年７月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けました。 

 当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第

44-２項を適用し、当該認可日の属する事業年度において、これに伴う損益を認識します。 

 なお、当連結会計年度の損益に与える影響額は未確定であります。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  該当事項はありません。 

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   3,712,618   6,558,582 6,686,665   

２．売掛金   5,248,810   5,387,799 5,622,010   

３．たな卸資産   372,153   454,137 281,987   

４．繰延税金資産   428,947   425,145 425,145   

５．その他   553,264   406,865 3,262,602   

  貸倒引当金   △46,343   △62,310 △72,264   

流動資産合計     10,269,451 43.9 13,170,220 49.9   16,206,147 54.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1)工具器具備品   3,607,086   4,445,861 4,386,992   

(2)その他   865,052   343,036 378,362   

    計   4,472,139   4,788,898 4,765,355   

２．無形固定資産           

(1)ソフトウェア   2,351,809   2,239,029 2,285,894   

(2)ノウハウ利用権 ※３ 233,172   179,953 206,562   

(3)電気通信施設利用権   5,527,580   5,389,186 5,523,817   

(4)その他   3,241   104,200 3,241   

 計   8,115,803   7,912,370 8,019,516   

３．投資その他の資産   540,780   511,906 521,066   

固定資産合計     13,128,724 56.1 13,213,176 50.1   13,305,938 45.1

資産合計     23,398,175 100.0 26,383,396 100.0   29,512,086 100.0
            
（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   3,415,928     4,581,833     7,829,564    

２．１年内返済予定の長期
借入金  

  ―     800,000     400,000    

３．未払金   175,037   14,492 67,507   

４．未払費用   562,789     1,206,821     1,442,156    

５．未払法人税等   32,174   36,904 28,783   

６．賞与引当金   57,806   58,108 57,119   

７．設備未払金   379,167   279,440 481,196   

８．その他 ※２ 158,575   184,588 156,204   

流動負債合計     4,781,479 20.4 7,162,190 27.1   10,462,531 35.5

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,800,000   1,000,000 1,400,000   

２．長期未払金   14,492   ― ―   

３．退職給付引当金   98,313   104,041 106,259   

４．その他   19,231   137 1,101   

固定負債合計     1,932,037 8.3 1,104,178 4.2   1,507,360 5.1

負債合計     6,713,516 28.7 8,266,369 31.3   11,969,892 40.6
            

 



    前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（純資産の部）                    
Ⅰ 株主資本                    
１．資本金     12,966,901 55.4   12,975,899 49.2   12,970,314 43.9

２．資本剰余金                    
(1）資本準備金   3,259,601     585     3,263,014    
(2）その他資本剰余金   197,259     3,460,273     197,259    

資本剰余金合計     3,456,860 14.8   3,460,858 13.1   3,460,273 11.7

３．利益剰余金                    
(1）その他利益剰余金                  

繰越利益剰余金   260,896     1,680,269     1,111,605    

利益剰余金合計     260,896 1.1   1,680,269 6.4   1,111,605 3.8

株主資本合計     16,684,658 71.3   18,117,027 68.7   17,542,193 59.4 

純資産合計     16,684,658 71.3   18,117,027 68.7   17,542,193 59.4 

負債純資産合計     23,398,175 100.0   26,383,396 100.0   29,512,086 100.0 
         



② 【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    19,813,748 100.0 18,124,761 100.0   38,810,417 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  15,354,154 77.5 13,656,787 75.3   30,446,448 78.4

売上総利益    4,459,594 22.5 4,467,973 24.7   8,363,969 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   3,369,495 17.0 3,268,375 18.0   6,434,566 16.6

営業利益    1,090,099 5.5 1,199,598 6.6   1,929,402 5.0

Ⅳ 営業外収益 ※２  45,478 0.2 19,288 0.1   98,728 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※３  48,206 0.2 17,220 0.1   70,173 0.2

経常利益    1,087,371 5.5 1,201,667 6.6   1,957,957 5.0

Ⅵ 特別損失 ※４  60,375 0.3 8,653 0.0   73,544 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

   1,026,995 5.2 1,193,014 6.6   1,884,412 4.9

法人税、住民税
及び事業税 

  2,905   2,905 5,810   

法人税等調整額   763,194 766,099 3.9 ― 2,905 0.0 766,997 772,807 2.0

中間（当期）純
利益    260,896 1.3 1,190,109 6.6   1,111,605 2.9

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他資本 
剰余金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金  

平成17年12月31日 残高（千円） 12,943,066 15,253,648 ― △11,820,622 16,376,092 16,376,092 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 23,834 23,834     47,669 47,669 

欠損填補のための資本準備金取崩   △11,820,622   11,820,622 ― ― 

資本準備金の額の減少   △197,259 197,259   ― ― 

中間純利益       260,896 260,896 260,896 

中間会計期間中の変動額合計（千円） 23,834 △11,994,046 197,259 12,081,518 308,566 308,566 

平成18年６月30日 残高（千円） 12,966,901 3,259,601 197,259 260,896 16,684,658 16,684,658 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他資本
剰余金 

 その他利益 

剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年12月31日 残高（千円） 12,970,314 3,263,014 197,259 1,111,605 17,542,193 17,542,193 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 5,585 585     6,170 6,170 

剰余金の配当       △621,445 △621,445 △621,445 

資本準備金の額の減少   △3,263,014 3,263,014   ― ― 

中間純利益       1,190,109 1,190,109 1,190,109 

中間会計期間中の変動額合計（千円） 5,585 △3,262,429 3,263,014 568,664 574,834 574,834 

平成19年６月30日 残高（千円） 12,975,899 585 3,460,273 1,680,269 18,117,027 18,117,027 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他資本
剰余金 

 その他利益 

剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高（千円） 12,943,066 15,253,648   △11,820,622 16,376,092 16,376,092 

事業年度中の変動額            

新株の発行 27,247 27,247     54,494 54,494 

欠損填補のための資本準備金取崩   △11,820,622   11,820,622 ― ― 

資本準備金の額の減少   △197,259 197,259   ― ― 

当期純利益       1,111,605 1,111,605 1,111,605 

事業年度中の変動額合計（千円） 27,247 △11,990,634 197,259 12,932,228 1,166,100 1,166,100 

平成18年12月31日 残高（千円） 12,970,314 3,263,014 197,259 1,111,605 17,542,193 17,542,193 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（1）有価証券 

子会社株式 

  移動平均法による原価法に 

 よっております。 

（1）有価証券 

子会社株式 

同左 

（1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 によっております。 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  （2）たな卸資産 

商品 

  総平均法による原価法によ 

 っております。 

（2）たな卸資産 

商品 

同左 

（2）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

  最終仕入原価法によってお 

  ります。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は下記 

のとおりであります。 

建物 ３～15年 

工具器具備品 ３～10年 

賃貸用資産 ６年 

（1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は下記の

とおりであります。   

  工具器具備品 ３～10年 

（1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は下記の

とおりであります。 

 工具器具備品 ３～10年  

    (会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 この変更により損益に与える

影響は軽微であります。 

 

  （2）無形固定資産 

ソフトウェア 

 社内における利用可能期間 

 （５年）に基づく定額法に 

 よっております。 

（2）無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

（2）無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  ノウハウ利用権 

 見積利用可能期間に基づく 

 均等償却によっておりま 

 す。 

ノウハウ利用権 

同左 

ノウハウ利用権 

同左 

  電気通信施設利用権 

 定額法によっております。 

 なお、償却年数は20年であ 

 ります。 

電気通信施設利用権 

同左 

電気通信施設利用権 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ――――― のれん 

 20年以内のその効果の及ぶ

期間にわたり、定額法により

償却しております。 

(追加情報) 

 従来、光アクセスサービスに

係る屋内配線を使用可能とする

ための支出は、売上原価として

発生時に費用処理しておりまし

たが、金額的重要性が増して来

たため当中間会計期間より固定

資産（屋内配線利用権：無形固

定資産「その他」）に計上の

上、当該回線から得られる収益

の発生見込期間内の一定の年数

にわたり償却を行うことといた

しました。 

 この結果、従来の方法と比較

して売上原価が87,969千円減少

し、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益が87,969千円増

加しております。 

――――― 

  （3）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

（3）長期前払費用 

同左 

（3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

（1）貸倒引当金 

同左 

  （2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間が負担すべき額

を計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当事業年度が負担すべき額を計

上しております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期における退職給付債務

及び年金資産残高の見込額に基

づき、当中間会計期間末に発生

していると認められる額を計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の年数（11.2年）による定額

法により費用処理しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期における退職給付債務

及び年金資産残高の見込額に基

づき、当期末に発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の年数（11.2年）による定額

法により費用処理しておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  （追加情報） 

 当社の加入するエヌ・ティ・

ティ厚生年金基金は確定給付企

業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分について、平

成15年９月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可

を受けました。 

（追加情報） 

      同左 

（追加情報） 

 当社の加入するエヌ・ティ・

ティ厚生年金基金は確定給付企

業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分について、平

成15年９月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可 

を受けました。 

   当中間会計期間末現在におい

て測定された返還相当額（最低

責任準備金）及び当該返還額

（最低責任準備金）の支払が当

中間会計期間末日に行われたと

仮定して「退職給付会計に関す

る実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度委員

会報告第13号）第44-2項を適用

した場合に生じる損益の見込額

は不明であります。 

   当期末現在において測定され

た返還相当額（最低責任準備

金）及び当該返還額（最低責任

準備金）の支払が当期末日に行

われたと仮定して「退職給付会

計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号）第44

－２項を適用した場合に生じる

損益の見込額は不明でありま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップを行っており、

金利スワップの特例処理によっ

ております。 

――――― (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップを行っており、

金利スワップの特例処理によっ

ております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

  (3）ヘッジ方針 

 資金取引に関する権限を定め

た内部規程に基づき、ヘッジ対

象に係る金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

  (3）ヘッジ方針 

 資金取引に関する権限を定め

た内部規程に基づき、ヘッジ対

象に係る金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

  (4）ヘッジ有効性の評価方法 

 金利スワップの特例処理によ

っているため、有効性の評価を

省略しております。 

  (4）ヘッジ有効性の評価方法 

 金利スワップの特例処理によ

っているため、有効性の評価を

省略しております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 全額発生時の費用として処

理しております。 

(1）繰延資産の処理方法 

株式交付費 

     同左 

(1）繰延資産の処理方法 

株式交付費 

同左 

  (2）消費税及び地方消費税の処理

方法 

 税抜方式によっております。 

(2）消費税及び地方消費税の処理

方法 

同左 

(2）消費税及び地方消費税の処理

方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響は軽微で

あります。 

――――― １．固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は軽微で

あります。 

２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額

は16,684,658千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

――――― ２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額

は17,542,193千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の純資産

の部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

 （貸借対照表） 

 「工具器具備品」は、前中間会計期間において、固定資産の

「有形固定資産」に含めて表示していましたが、当中間会計期間

末において資産合計の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「工具器具備品」の金額は1,175,615

千円であります。 

―――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      625,277千円   1,211,825千円   902,345千円

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

───── 

※３ ノウハウ利用権 

 ノウハウ利用権は、Covad  

Communications Group, inc.が独自に開

発したOSSソフトウェアの日本における

独占使用権の供与を受けるための対価及

び当該ソフトウェアのカスタマイズに要

した支出であります。 

※３ ノウハウ利用権 

同左 

※３ ノウハウ利用権 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 売上原価には、ADSLモデムに係わる規

定損害金238,759千円が含まれておりま

す。 

※１ 売上原価には、ADSLモデムに係わる規

定損害金185,062千円が含まれておりま

す。 

※１ 売上原価には、ADSLモデムに係わる規

定損害金162,493千円が含まれておりま

す。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息   460千円

受取報奨金   33,458千円

雑収入 11,559千円

受取利息 1,870千円

受取報奨金 6,678千円

雑収入 10,739千円

受取利息 639千円

受取報奨金 43,149千円

受取清算金 36,123千円

雑収入 18,816千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 46,802千円

新株発行費  935千円

   

支払利息 16,333千円

株式交付費 554千円

   

支払利息 67,209千円

株式交付費 1,575千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 52,835千円

減損損失 7,539千円

固定資産除却損 2,580千円

減損損失 6,073千円

固定資産除却損 61,635千円

減損損失 10,314千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 228,158千円

無形固定資産 551,619千円

有形固定資産 319,063千円

無形固定資産 614,074千円

有形固定資産 519,368千円

無形固定資産 1,171,416千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年６月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年６月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

  工具器具備品 

取得価額相当額 22,448,426千円

減価償却累計額相当額 15,400,964千円

減損損失累計額相当額 7,539千円

中間期末残高相当額 7,039,921千円

  工具器具備品 

取得価額相当額 14,407,516千円

減価償却累計額相当額 9,411,753千円

減損損失累計額相当額 5,934千円

中間期末残高相当額 4,989,828千円

  工具器具備品 

取得価額相当額 20,686,521千円

減価償却累計額相当額 13,562,289千円

減損損失累計額相当額 2,774千円

期末残高相当額 7,121,456千円

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内     4,752,798千円

１年超     2,522,832千円

合計     7,275,631千円

リース資産減損勘

定の残高 
7,539千円

１年内 2,581,147千円

１年超 2,528,291千円

合計 5,109,439千円

リース資産減損勘

定の残高 
5,934千円

１年内 3,836,400千円

１年超 3,447,717千円

合計 7,284,117千円

リース資産減損勘

定の残高 
2,774千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料    3,537,344千円

減価償却費相当額    3,325,387千円

支払利息相当額      152,380千円

減損損失 7,539千円

支払リース料 2,481,532千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
2,913千円

減価償却費相当額 2,340,252千円

支払利息相当額 97,835千円

減損損失 6,073千円

支払リース料 6,302,729千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
7,539千円

減価償却費相当額 5,912,696千円

支払利息相当額 255,169千円

減損損失 10,314千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分については、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額    134,278円65銭 145,711円41銭 141,140円35銭 

１株当たり中間（当期）純利益   2,101円59銭 9,573円26銭 8,949円33銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益       2,089円14銭 9,565円95銭 8,917円67銭 

  

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

 純資産の部の合計額（千円） 16,684,658 18,117,027 17,542,193 

 純資産の部の合計から控除する金額 

（千円） 
― ― ― 

 普通株式に係る中間期末の純資産額 

（千円） 
16,684,658 18,117,027 17,542,193 

 中間期末の普通株式の数（株） 124,254 124,335 124,289 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（千円） 260,896 1,190,109 1,111,605 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 260,896 1,190,109 1,111,605 

期中平均株式数（株） 124,142 124,316 124,211 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益        

中間（当期）純利益調整額（千円）  ― ―  ― 

普通株式増加数（株）       740 95 441 

 （うち新株引受権（株）） （225） （45） （116） 

 （うち新株予約権（株）） （515） （50） （325） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 旧商法第280条ノ20及び

商法第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権３種類

（新株予約権の数2,113

個） 

 これらの詳細は、「第４

提出会社の状況、１．株式

等の状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 

 旧商法第280条ノ20及び旧

商法第280条ノ21並びに旧商

法第280条ノ19及び旧新事業

創出促進法第11条の５の規

定に基づく新株予約権等５

種類（2,438株） 

 これらの詳細は、「第４

提出会社の状況、１．株式

等の状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 

 旧商法第280条ノ20及び商

法第280条ノ21の規定に基づ

く新株予約権３種類（新株

予約権の数2,038個） 

 これらの詳細は、「第４

提出会社の状況、１．株式

等の状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

1.子会社の設立 

 平成19年７月３日次世代高速無線ネットワークであるWiMAXを用いた無線ブロードバンド事業実施に関する総合

的な調査・検討を行うこと、及び総務省が交付する同事業免許を取得するために必要な準備を行うことを目的と

して子会社の設立を行いました。その概要は次のとおりであります。 

①会社名      株式会社アッカ・ワイヤレス 

②設立年月日    平成19年７月３日 

③取得する株式の数 6,000株 

④資本金      300,000千円 

⑤所在地      東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 

⑥出資比率     当社100％ 

⑦主要な事業内容  WiMAXを用いた無線ブロードバンド事業の実施に関する事業企画 

２.資金の調達 

 当社は、運転資金並びに今後成長が予想される事業への投資に必要な資金調達を次の通り行っております。 

  （１）リース会社６社への資産の売渡し及び同一資産の割賦買受けによる調達 

  ①売渡し物件    ネットワーク機器（工具器具備品） 

  ②売渡し代金    4,311,196千円 

  ③賦払金支払期間  平成19年８月31日～平成23年６月20日 

  ④契約日      平成19年８月10日 

  （注）本売渡しによる当事業年度の損益への影響はありません。 

 （２）取引金融機関８行とのコミットメントライン契約及び当座貸越契約 

     契約日       契約形態              契約期間         借入枠の金額 

   ①平成19年７月27日    コミットメントライン契約 平成19年７月27日～平成20年７月25日  4,000,000千円 

                          （シンジケート方式） 

   ②平成19年７月31日  コミットメントライン契約 平成19年７月31日～平成21年７月31日 2,000,000千円 

    ③平成19年７月31日  当座貸越契約             平成19年７月31日～平成20年６月30日 1,500,000千円 

    ④平成19年７月31日  当座貸越契約             平成19年７月31日～平成20年７月31日 1,000,000千円 

   ⑤平成19年８月31日  当座貸越契約          平成19年８月31日～平成20年８月31日  2,000,000千円 

    ⑥平成19年８月31日  当座貸越契約             平成19年８月31日～平成20年９月 1日  1,000,000千円 

                                                                 合計        11,500,000千円 

３.重要な契約の締結   

 当社と株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは、当社がモバイルWiMAXによる2.5GHz広帯域移動無線アクセスシス

テム事業者免許取得を目指すための企画会社として設立した株式会社アッカ・ワイヤレスへ、株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモが出資を行うとともに事業運営において戦略的提携を行うことで、平成19年８月31日に基本合

意書を締結いたしました。   

４.厚生年金基金の代行返上 

 当社の加入するエヌ・ティ・ティ厚生年金基金は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成19年７月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けました。 

 当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第

44-２項を適用し、当該認可日の属する事業年度において、これに伴う損益を認識します。 

 なお、当事業年度の損益に与える影響額は未確定であります。 

 前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  該当事項はありません。 



（2）【その他】 

平成19年８月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 ①中間配当による配当金の総額・・・・・310,837千円 

 ②１株当たりの金額・・・・・・・・・・2,500円 

 ③支払請求の効力発生日及び開始日・・・平成19年９月18日 

（注）平成19年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払を行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

第７期 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

平成19年３月29日  

関東財務局長に提出。  

有価証券報告書 

の訂正報告書 

事業年度 

第６期 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

平成19年４月４日 

関東財務局長に提出。  

臨時報告書 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９ 

号（代表取締役の異動）に基づく報告書であります。 

平成19年６月６日  

関東財務局長に提出。  

臨時報告書 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９ 

号（代表取締役の異動）に基づく報告書であります。 

平成19年８月10日  

関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年９月２０日

株式会社 アッカ・ネットワークス     

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 福田 昭英  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アッカ・ネットワークスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アッカ・ネットワークス及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１９年９月１０日

株式会社 アッカ・ネットワークス     

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 青木 良夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アッカ・ネットワークスの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アッカ・ネットワークス及び連結子会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年９月２０日

株式会社 アッカ・ネットワークス     

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 福田 昭英  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アッカ・ネットワークスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第７期事業年度の中間会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アッカ・ネットワークスの平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１９年９月１０日

株式会社 アッカ・ネットワークス     

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 青木 良夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アッカ・ネットワークスの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間

（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アッカ・ネットワークスの平成１９年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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